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［道路交通法 関係］ 

 

１ 飲酒運転同乗者(幇助罪)に二審判決でも実刑／ 

東京高等裁判所（１２月）  

  

平成２０年、埼玉県熊谷市において発生した飲酒運転事故（懲役２年の実刑）

の控訴審判決が、東京高等裁判所で言い渡されました。 

この事故は、３人が死亡、７人の重軽傷者を出した大事故で、一審判決（埼玉

地方裁判所）は裁判員裁判でおこなわれ、飲酒運転の同乗者二人に、幇助罪が適

用されるかどうかが問われた初めてのケースでした。二審控訴審判決（東京高等

裁判所）では、懲役２年という刑の重さは争点にならなかったようで、事実関係

が争われた結果、裁判官だけで構成する東京高等裁判所においても、裁判員らの

判断を支持して、被告二人の控訴を棄却しました。（運転者は懲役１６年／危険運

転致死傷罪が確定しています。） 

 

２ 運転免許等に関する手数料を一部引き下げ／警察庁（１１月）  

 

警察庁では、運転免許等に関する手数料を、一部引き下げる改正案を公表しま

した。平成２４年４月１日の施行を予定しているようです。 

 

引き下げられる、主な手数料一覧 

大型自動車または中型自動車免許

にかかわる試験手数料 
３５０円減 改正４６００円（現行４９５０円） 

普通自動車免許に 

かかわる試験手数料 
２００円減 改正２２００円（現行２４００円） 

  

３ 運転経歴証明書を生涯有効化／警察庁（１１月）  

 

警察庁では、高齢運転者の交通事故防止を目的として、平成１０年に運転免許

証の自主返納制度を開始しましたが、その後、少しずつ改正が行われ、このたび

「運転経歴証明書」について、交付後６か月に限られていた有効期間を、住所変

更届出を義務付けることを条件として撤廃し、公的な身分証明書として生涯使え

るようにする方針を固めたようです。  

運転経歴証明書は、金融機関などでの口座開設や、携帯電話購入時などで本人

確認の書類として使われていましたが、平成１５年、テロ資金の封じ込め対策に



より、身分証明書の要件が厳格化されたため、住所変更などの届出義務がなかっ

た経歴証明書は、これまで６か月の期間限定のものでした。 

警察庁では、平成２４年４月施行を予定しているようです  

(http://www.npa.go.jp/) 

 

４ 小型二輪限定免許免許（125cc）の取得負担軽減を模索／ 

（社）日本自動車工業会（９月）  

 

日本自動車工業会の二輪車特別委員会は、平成２３年９月「二輪４社合同記者

会見」の席上において、二輪免許全体の教習時限数の短縮を求める声明を発表し

ました。 

委員会の会見内容を要約すると、 

① 二輪免許全体の教習時限数の短縮を求める。 

② 優先順位からすると排気量 125cc クラスの時限数短縮を求める。 

③ このクラスの免許を１日から２日で取得できるよう求める。 

現在、排気量 125cc の二輪免許は、排気量 400cc の普通二輪免許の一部（小型

限定）に位置づけられるため、運転免許を保有していない場合、２６時間の学科

と１２時限の技能教習(ＭＴ車）が必修になっています。（ＡＴ車技能は９時限） 

自動車教習所での、1 日の技能教習受講時限数は決まっているため、毎日教習を

受けたとしても、取得までにかかる日数は、1 週間ほどの日数が必要になってしま

います。  

同委員会が同日公表した「二輪車の利用環境デザイン」報告書は、この排気量

125cc クラスに技能講習制を導入して、免許希望者の取得費用軽減を図るのが適切

だとまとめています。  

(http://www.jama.or.jp/) 

 

［交通安全対策 関係］ 

 

１ 平成２３年中の死亡事故１１年連続減少／警察庁（１月）  

 

警察庁によれば、平成２３年中の交通事故死者数は１１年連続で減少し、死者

数は４,６１１人で、対前年比２５２人減少（－５.２％）しました。 

 

 

 

http://www.npa.go.jp/
http://www.jama.or.jp/


「都道府県別・死者数上位」      「都道府県別・死者数下位」 

１位 愛知県   ２２５人      １位 鳥取県    ２６人 

２位 東京都   ２１５人      ２位 島根県    ３１人 

３位 埼玉県   ２０７人      ３位 山梨県    ３９人 

４位 兵庫県   １９８人      ４位 石川県    ４４人 

５位 大阪府   １９７人      ５位 大分県／沖縄県４５人 

 

「前年比・死者数増加数」       「都道府県別・死者数減少数」 

１位 愛知県   ＋２８人      １位 三重県    －４０人 

２位 愛媛県   ＋２７人      ２位 茨城県    －３６人 

３位 福井県   ＋１９人      ３位 栃木県    －３５人 

４位 香川県   ＋１１人      ４位 岐阜県    －３１人 

５位 埼玉県   ＋ ９人      ５位 北海道    －２５人 

 

○１日平均の死者数は１２.６３人。（平成２２年中は１３.３２人） 

○１時間５４分に１人死亡    （平成２２年中は１時間４８分に１人） 

となっています。 

（警察庁ＨＰ／報道発表資料参照） 

 

２ 死者の約半数が高齢者（平成２３年１１月末）／警察庁（１２月）  

 

警察庁によれば、平成２３年１１月末の全国交通事故死者数のうち、約半数は

６５歳以上の高齢者で、状態別では歩行中がもっとも多いことがわかりました。  

 

高齢者の交通事故死者分析 

年齢層別にみると ６５～７４歳高齢者／状態別にみると 

１  ６５歳以上  ２０１７人  ４８ .８％  １  歩行中  ２９３人  ４１ .１％  

２  ５０歳代  ４３１人  １０ .４％  ２  自動車乗車中  ２１９人  ３０ .７％  

３  １６～２４歳  ３９５人  ９ .６％  ３  自転車乗用中  １２０人  １６ .８％  

年齢層／状態別にみると ７５歳以上高齢者／状態別にみると 

１  ６５歳以上の歩行中  ９８０人  １  歩行中  ６８７人  ５２ .７％  

２  ６５歳以上の自動車乗車中  ５１１人  ２  自動車乗車中  ２９２人  ２２ .４％  

１、２の合計で、全死者数の３割以上。  ３  自転車乗用中  ２１２人  １６ .３％  

 

 

 



３ 高速道路での歩行者死亡事故が倍増／首都高速道路（１１月）  

 

警察庁によれば、高速道路で人がはねられて死亡する事故が、今年増加してい

ることが分かりました。９、１０月だけでも８件発生して８人が死亡、１０月末

までの発生件数は２３件、昨年同期１２件に比べても、倍増しているようです。  

死亡事故の理由をみると、車の故障（７件）や交通事故など（６件）により、

高速道路上にいたため被害にあっているようですが、清掃などの作業中や、酔っ

ぱらいの車道通行などのケースもあるようです。 

道交法では、故障などで車を運転できなくなった場合は、道路上に停止表示器

材をおいて、緊急停止していることを知らせる義務がありますが、そうした表示

をしていた場合は１７件のうち、３件の被害と少なかったことがわかりました。 

 

［道路・施設 関係］ 

 

１ 高速道路無料化支援を打ち切り／国交省（１０月）  

 

国土交通省では、平成２３年６月２０日に開始した、東日本大震災の復興支援

を目的にした高速道路のトラック・バスの無料化について、制度の悪用が改善さ

れないため、当初の予定通り、平成２３年８月末をもって打ち切ることを決めま

した。 

今回の制度は、料金システムの改修が遅れたため、発着地点のいずれかが無料

化対象区間内であれば、走行区間がすべて無料となるものでしたが、国交省が７

月中旬に調査したところ、常磐自動車道・水戸インターを乗り降りしたトラック

の、約１４％に悪用の疑いがあることが分かりました。  

トラック業界団体に対して、このような不正行為をやめるよう通達を出してい

たにもかかわらず、改善が見込めないということから、今回の廃止決定になった

ようですが、被災者や原発事故の避難者車両については、今後も無料化を継続す

るようです。 

 

２ 自転車交通総合対策を徹底／警察庁（１０月）  

 

警察庁では、平成２３年１０月２５日、自転車に関する総合対策の推進につい

て、以下の基本的な対策を明示しました。  

 

 



１ 基本的な考え方 

 自転車は「車両」であることを、自転車利用者およびすべての交通社会を構成

する者に対して徹底させる。 

 

２ 推進すべき対策 

① 自転車の通行環境の確立 

○ 歩道の幅３メートル未満の「自転車通行可」の見直し  

○ 「自転車一方通行」「普通自転車専用通行帯」標識を新設  

     

○ 交差点での「自転車横断帯」の一部撤去  

② 自転車利用者に対するルールの周知と安全教育の推進  

○ 教育機関に対して、自転車教室を授業に取り込む要請  

○ 運転免許更新時講習時における自転車利用に際してのルール周知  

③ 自転車に対する指導取締りの強化 

 

３ 対策推進上の基盤の整備等 

① 自転車通行が特に多い片側２車線以上の道路は、車の車線を減らす  

② 利用率の低いパーキングチケット発給設備の撤去  

③ 車の停止線の前に、自転車専用の停止線を設置 

④ 自転車専用信号機の設置 

 

等ですが、過去４０年以上、自転車の歩道通行が放置され続けてきたこれまでの

姿勢を転換するには、国民の認識を変えていくとともに、車道通行の安全を確保

するインフラ整備など、大きな課題があるようです。 

 

３ 駐車監視員への暴行、過去最多ペース／警察庁（１０月）  

 

警視庁では、警察官にかわって違法駐車を確認する、駐車監視員への暴力行為

が、最近増えてきている実態を公表しました。  

摘発件数は７月末現在、警視庁管内ですでに平成２２年中の件数を上回り、中

には駐車監視員が重傷を負う事件も発生しているようです。 

駐車監視員はみなし公務員でもあるため、業務を妨害すると、公務執行妨害罪

（３年以下の懲役または５０万円以下の罰金）に問われることになりますが、警

察庁によれば、平成２３年７月末現在、公務執行妨害事件になったのは、全国で

７７件、東京では２６件となっていることがわかりました。  



駐車監視員制度は平成１８年に開始されましたが、公務執行妨害事件は全国で

３６７件発生し、うち東京では１４０件、大阪では６５件になっているようです。

こうした実態について、妨害行為をすることで、駐車違反の摘発を逃れられるの

ではないかと、勘違いしているのではないか…などと分析しています。  

 

［道路運送車両 関係］ 

［道路運送 関係］ 

 

１ 生体信号から運転者の状態を分析／ＪＵＫＩ㈱（１２月）  

 

ＪＵＫＩ㈱は、㈱デルタツーリングが開発した自動車運転中に、眠気の兆候を

知らせ、居眠り運転を防止するシステム「Sleep Buster」の販売代理店として、

平成２４年２月より、発売することとしたようです。  

 

   
 

「Sleep Buster」は、シート装着のマットに内蔵されたセンサーにより、運転者

の心拍、脈波といった生体信号をとらえて、７段階で表示し、運転の継続が危険

と判断すると、コントローラーの画面と音声で、警告を発して、休憩を促すシス

テムになっています。 

 その他、リラックスや集中といった「覚醒状態」から「居眠り状態」に入る前

に、入眠予兆を検知し、運転者が居眠り状態になる１０分程度前に、警告するこ

とも可能となっているようです。 

 また専用のソフトを使用すると、蓄積されたデータから運転者の健康状態も解



析できるため、運送事業者の安全管理において、運転者の毎日の体調変化を、確

認することも可能のようです。 

(http://www.juki.co.jp/) 

 

 

 

２ 運転席と助手席の間にエアバッグを搭載／米ＧＭ（１１月） 

 

ゼネラルモータース（ＧＭ）と日本の自動車部品メーカー・ＴＡＫＡＴＡでは、

運転席と助手席の間で膨らむエアバックを開発し、一部の車両に搭載することと

なったようです。 

 

●カーテンエアバッグ ●運転者用エアバッグ ●ニーエアバッグ 

●サイドエアバッグ  ●助手席用エアバッグ 

 

 エアバッグは、これまでも側面からの衝撃を防ぐカーテンエアバッグなど

開発がすすめられてきましたが、今回のエアバッグの搭載により、車の側

面から衝突された場合に、運転席と助手席間で膨らむ構造 のため、運転者

と同乗者の衝突が防げるほか、車が横転した場合にも、乗っている人の頭

や首を保護する効果が見込めると考えられているようです。  

(http://www.takata.com/) 

 

３車両前方４０ｍの歩行者を確実に捕捉／ 

米・ＴＲＷｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ・ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ（１０月） 

 

ＴＲＷオートモーティブ・ホールディングスは、車両前方４０ｍの歩行者など

を、確実に捕捉する技術を開発したと発表しました。 

同社によれば、混雑した交差点や雨中で傘が開いているといった、対象物の判

別が非常に困難な状況にあっても、車両前方の歩行者を検知、追跡ができるため、

緊急自動ブレーキを組み合わせることにより、交通事故による死亡率を大幅に低

減することが可能となるようです。 

従来の障害物検知システムは、自動車をはじめとした動く物体の検知は得意で

http://www.juki.co.jp/
http://www.takata.com/


したが、静止したり、ゆっくり移動しているものが何であるかを判別することは、

あまり得意ではなかったようです。 

今回の新システムは、カメラによる画像認識技術と、レーザーセンサーを合体

させることにより課題を克服した結果、対人衝突の可能性が高まったと判断する

と、まず運転者に警報音を発し、その後、ブレーキ操作が遅れて、衝突が避けら

れない状況になると、自動でフルブレーキをかけ、衝突速度を低減させるようで

す。 

この検知システムは、平成２６年頃までに生産開始予定ですが、道路標識や周

辺車両、車線なども認識が可能だそうで、今後さまざまな運転支援技術に、大き

な期待ができるようです。 

 

 

 

４ 子供の事故が目立つ電動スライドドア／ (社 )日本自動車工業会（１０月）  

 

電動でドアの開閉を行う「スライドドア」が、ワゴン車、ミニバン車などで多

くみられるようになりましたが、最近、こどもがドアに挟まれる事故が増えてい

るようです。 

独立行政法人国民生活センターなどには、 

① ７歳の娘の頭が、ドアと本体の間に挟まった  

② 閉まったドアに手を挟まれて、骨折した  

などの事故情報が、毎年１０件程度寄せられているようです。  

 日本自動車工業会によると、電動スライドドアの安全対策は、メーカーが個別

に対応しており、法令などで安全基準も定められていないそうですが、スライド

ドアの開閉時にはブザーが鳴る仕組みや、物を挟み込むと、センサーが反応して、

ドアが逆方向に作動する防止機能なども、安全対策に取り込まれているそうです。 

しかし、センサーから外れた位置で挟まれた場合は、こうした機能は作動しな

いこともあるため、センサーの感知範囲を広げたり、ドアと本体の隙間を狭めた

りする設計上での工夫で、事故が減らせると専門家はみているようです。 

 

５ 軽自動車普及台数２世帯に１台超える／㈳全国軽自動車協会連合会（９月） 

 

㈳全国軽自動車協会連合会は、平成２３年３月末現在で集計した、世帯当たり

の軽四輪車の普及台数を発表しました。 

それによると、１００世帯あたりの普及台数は５０.６台となり、昨年の４９.

９台から増加して、調査開始以来、初めて２世帯に１台をこえる普及状況となり

ました。 



昭和５２年に１００世帯あたり１５.９台でしたが、それ以降３５年間連続して

増加傾向を示し、平成２３年に半数を超えるまで増加したようです。  

普及台数を都道府県別にみると、（岩手県、宮城県、福島県を除く） 

 

「高い普及率の県」           「低い普及率の県」 

① 鳥取県（９８.０台）         ① 東京都（１１.０台） 

② 佐賀県                ② 神奈川県 

③ 島根県                ③ 大阪府 

④ 長野県                ④ 埼玉県 

⑤ 山形県                ⑤ 千葉県 

軽四輪車の全国平均の普及台数（１００世帯当たり５０.６台）を下回る県は、

９都道府県となっています。 

(http://www.zenkeijikyo.or.jp/) 

 

［自動車損害賠償保障 関係］ 

［軌道・踏切 関係］ 

 

１ 交通事故による経済的損失額を発表／ (社 )日本損害保険協会（ 11 月）  

 

㈳日本損害保険協会では、交通事故を経済的損失の観点からとらえた統計集「自

動車保険データにみる交通事故の実態」（平成２１年４月～２２年３月）をまとめ

ました。 

 これによると、平成２１年度に発生した交通事故は、死亡者が減る一方で後遺

障害者は増加という状況にあるため、人身損失額および物的損失額の合計は、年

間３兆２.０６９円にのぼり、依然として高い水準になっていることがわかりまし

た。 

 損保協会では、交通事故の削減に向け、これまでも交通安全の政策提言をおこ

なってきましたが、本報告書により浮き彫りとなった交通事故の実態を解説し、

交通事故のリスク削減のための提言を、あらたに発信しています。 

 

（提言１）  

交通事故による社会的コスト削減のための、後遺障害への軽減対策が必要  

（提言２）  

高齢者の交通安全対策は、歩行者視点と運転者対策が必要  

http://www.zenkeijikyo.or.jp/


（提言３）  

交通事故による受傷部位は頚部・頭顔部に加え、重症化しやすい腹部対策が必  

要（シートベルトの着用の徹底） 

（提言４）  

構築物衝突の単独事故は、事故件数が減少している一方で、損害物数が全年齢  

で増加しており、対策が必要 

（提言５）  

免許保有者１万人当たりの人身事故被害者数のうち、１６～１９歳の若年層が  

最も高く、事故類型は速度超過による追突が多いので、運転者の責任や交通マ  

ナー教育が必要 

 

  (社 )日本損害保険協会資料による 

 

 

［その他トピックス］ 

 

１ ＴＳＵＴＡＹＡでレンタカーを貸出し／ニッポンレンタカーＳ㈱（１２月） 

 

ニッポンレンタカーサービス（ＮＲＳ）は、音楽・映像ソフトのレンタル店「Ｔ

ＳＵＴＡＹＡ」において、レンタカー貸出しの試験運用を開始しました。期間は

平成２３年１２月１２日～平成２４年３月末までで、東京都世田谷区の「桜新町

店」「馬事公苑店」の２店舗で実施するそうです。 



利用者がＮＲＳのホームページから利用予約を申し込むと、ＮＲＳは希望車両

を指定のＴＳＵＴＡＹＡ店舗駐車場に持ち込み、貸し出しおよび返却時の受け取

り業務をおこなうシステムのようです。  

レンタカー貸出し宣伝が行いやすい利点をいかして、今後、潜在需要を掘り起

こす考えのようです。ＮＲＳは、近隣に貸出し拠点がない地域で、来店者への周

知を行いやすいＴＳＵＴＡＹＡを活用することで、新たな利用者を獲得する狙い

のようです。 

 

２ 首都高速道路等の通行料金が距離別に変更／国交省（１２月）  

 

国土交通省は、首都高速道路会社が申請していた距離別料金制度への移行を許

可し、平成２４年１月１日午前０時から、新料金制度がスタートすることとなり

ました。 

 これまで首都高の高速料金は、東京線７００円、神奈川線６００円、埼玉線４

００円の３料金圏に分かれ「均一料金制」を採用していましたが、今後は、料金

距離に応じて基本料金が決まる仕組みに変わるようです。  

 ＥＴＣを利用して支払う車は５段階の距離別料金が設定されましたが、現金で

支払う車は普通車では一律９００円と設定されています。 

なお、現金で支払う車で、郊外方向の端末入口料金所では、最遠出口等までの

距離を「料金距離」とし、その距離に応じて、５００円～７００円の基本料金を

支払うこととなるようです。 

(http://www.shutoko.jp) 

 

利用距離（Ｋｍ） 普通車 大型車 

６Ｋｍ以下 ５００円 １,０００円 

  ６ｋｍ超 ～ １２Ｋｍ以下 ６００円 １,２００円 

 １２ｋｍ超 ～ １８Ｋｍ以下 ７００円 １,４００円 

 １８ｋｍ超 ～ ２４ｋｍ以下 ８００円 １,６００円 

２４ｋｍ超 ～ ９００円 １,８００円 

 

 

３ ４か国語対応のカーナビを提供／ 

日産カーレンタルソリューション（１１月）  

 

日産カーレンタルソリューションは、平成２４年度から、レンタカーに搭載す

るカーナビに中国語、韓国語バージョンを追加し、これまでの日本語、英語とあ

わせて４か国語の対応を進めることになったようです。  

http://www.shutoko.jp/


日産レンタカーでは、これまで管理する乗用車には、すべてに２か国語対応の

カーナビを搭載していますが、車両の更新時期にあわせて、今後順次切り替えを

すすめ、３年後にはすべての乗用車に、４か国語対応型カーナビが搭載されるそ

うです。 

韓国のテレビドラマの撮影地などをめぐる外国人旅行ツアーが、北海道を中心

に人気を集めており、カーナビの使い勝手が高まれば、移動の自由がさらに拡大

され、温泉地などを巡るツアー企画などにも利用することで、レンタカーの需要

が見込めると期待されています。 

 

４ 交通事故時における衝撃体重計を開発／ボルボ・Ｃ・Ｊ／タニタ（１０月） 

 

ボルボ・カーズ・ジャパンは、平成２３年９月１３日、交通事故時の衝撃を表

示する「衝撃体重計」を制作したと発表しました。  

秋の全国交通安全運動と連動して、シートベルト着用率の向上を目指すもので、

タニタと共同で開発した衝撃体重計は、ボルボの衝突実験データをもとに、体重

から事故時の荷重値を推測し、その数値をキログラムで表示するものです。  

 

        

  

同社のショールームには、事故の際の衝撃を視覚的にわかりやすく伝えるため、

いすを積み上げて、どれくらいの高さからから落ちることに匹敵するかも（写真

右）展示されました。 

例をあげると、 

○ 時速１５ｋｍの場合は、いす１脚分（約４５ｃｍ）  

○ 時速２０ｋｍの場合は、いす４脚分（約１.８ｍ） 

○ 時速３０ｋｍの場合は、いす８脚分（約３.６ｍ） 

この数値を表示することで、後席シートベルトやタクシー乗車時のシートベル

ト着用率を高める狙いがあるようです。  

http://www.volvocars.com/jp/top/about/news-events/pages/default.aspx?itemid=78 

 

http://car.watch.impress.co.jp/img/car/docs/477/092/html/01.jpg.html
http://car.watch.impress.co.jp/img/car/docs/477/092/html/02.jpg.html
http://www.volvocars.com/jp/top/about/news-events/pages/default.aspx?itemid=78


５ 二輪車乗車と脳の活性化の関係／ヤマハ発動機・東北大学（１０月）  

 

ヤマハ発動機と東北大学加齢医学研究所の産学連携研究成果によると、ギア付

きの大型二輪車を週に１、２度運転すれば、脳の働きが活性化することがわかり

ました。 

研究テーマは「二輪車乗車と脳の活性化の関係」で、平成２０年から５タイプ

の実験に着手し、平成２１年３月に、第１回の実験結果を発表していますが、そ

こで四輪車や自転車との比較研究が要望されたこともあり、実験項目を拡大して、

平成２３年９月２８日、２回目の研究成果発表となったようです。  

加齢医学研究所・川島教授によれば、走行シーンごとの脳の活動（１３人／平

均年齢３８.１歳）においては、ＭＴ車では脳の活動が活発になるのに反して、Ａ

Ｔ車ではあまり働かなかったようです。 

また全体的に脳が活発になるのは、コントロールが必要とされる小さなカーブ

を曲がるときや、停止するときの操作においてみられたようです。 

結論的には、二輪運転者は認知機能向上やメンタルヘルスに良い影響があり、

とくにギア付きの大型二輪車に週に１、２度、趣味でツーリングするのが、脳の

活性化に一番効果があるようです。 

（http://response.jp/article/2011/09/28/162990.html） 

 

 

６ 電気自動車から一般住宅に電力供給／（８月）  

 

日産自動車は、平成２３年８月２日、電気自動車（ＥＶ）から住宅に電気を送

るシステムを公開しました。東日本大震災後、ＥＶが走る蓄電池として停電時の

非常電源に関心が高まっていることもあり、拡販につなげる狙いがあるようです。 

公開された「リーフ」は、車体前部に電力制御装置の専用コードをとりつけて、

駐車場所（ガレージ）に配置された操作パネル（分電盤）で指示をすると、住居

に電気が送電される仕組みになっています。  

三菱自動車のＥＶ「アイミーブ」も、平成２３年度内に家庭の電源にできる装

備を、発売予定しているそうで、またトヨタ自動車も充電可能なプラグインハイ

ブリッド車ＰＨＶの電池から、電気を供給できるようにすることを検討中のよう

です。 

http://response.jp/article/2011/09/28/162990.html

